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不燃･粗大ごみ処理施設、資源化施設 

 

循環型社会形成循環型社会形成循環型社会形成循環型社会形成にににに資資資資するするするする施設施設施設施設    

 

・より一層のごみの資源化、減量化を推進できる施設とする。 

・持続可能な循環型社会の形成に資する施設とする。 

 

環境環境環境環境とととと安全安全安全安全にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした施設施設施設施設    

 

・周辺の生活環境の保全を図った施設を計画するとともに、これまでの経験や他の事例など

を参考に安全で安定した施設とする。 

 

 

１．不燃・粗大ごみ処理施設 

①処理対象：燃やせないごみ、粗大ごみ 

②施設概要 

収集及び自己搬入された燃やせないごみ、粗大ごみから資源化できる物（金属類等）を回収

し、再資源化する施設です。資源化するためには、燃やせないごみ、粗大ごみを細かく破砕

して選別を行います。 

 

燃やせないごみ

粗大ごみ

→

受入・前

処理選別

→ 破砕設備 → 選別設備 →

貯留・

搬送設備

再生可能品の選別 金属類等の資源化

　自転車

　家具　等  

 

破砕設備例 

再生可能品を除いたものを

破砕（細かく砕く）して資源

物を選別し易くします。 

資料３ 
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③実績 

関東地区の施設規模 30ｔ/日以上の近隣及び最近の実績を以下に示します。 

 

表－１ 不燃･粗大処理施設の近隣及び近年実績 

都道府県 市町村・地域 人口 規模 型式及び処理方式 対象廃棄物 事業費

1 千葉県 船橋市 584,215 人 63 ｔ/日 破砕・選別・圧縮 不燃ごみ・粗大ごみ 3,194,000 千円

2 千葉県 野田市 157,183 人 32 ｔ/日 破砕・選別・圧縮 不燃ごみ・粗大ごみ 1,877,739 千円

3 東京都 日野市 170,703 人 47 ｔ/日 破砕・選別 不燃ごみ・粗大ごみ 3,850,000 千円

4 神奈川県 横須賀・三浦地域 471,462 人 44 ｔ/日 破砕・選別・圧縮 不燃ごみ・粗大ごみ 2,700,000 千円

5 東京都 

多摩ニュータウン環

境組合

－ 90 ｔ/日 破砕・選別・圧縮

不燃ごみ(ﾋﾞﾝｶﾝ

含む)・粗大ごみ

5,281,500 千円

6 東京都 八王子市 562,941 人 180 ｔ/日 破砕・選別・圧縮

不燃ごみ(ﾋﾞﾝｶﾝ

含む)・粗大ごみ

4,552,600 千円

456 ｔ/日 21,455,839 千円

平均 47,052 千円/t

合計
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２．資源化施設 

①処理対象：ビン、カン、ペットボトル、容器包装プラスチック、トレイ・紙パック、有害ごみ 

②施設概要 

家庭から排出される資源ごみを適切に資源化するための施設です。また、乾電池や蛍光管など

の有害ごみの適正処理やリサイクル、処理困難物の外部委託のための一時保管、中古品や不用品

の再生利用に必要な修理・保管・展示などに必要な設備も含まれています。 

 

2.1 容器包装プラスチック(袋収集) 

収集袋を破袋して異物を除去し、引取り先の分別適合基準に準拠させて圧縮梱包する。容

器包装プラスチックの圧縮成型物は、こぼれや臭気が生じやすいため、バンド梱包＋フイル

ム巻（ベール）とする。 

 

容器包装

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

→

受入・

前処理

→

手選別・

機械選別

圧縮梱包 →

ストック

ヤード

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

破袋

不適物等の除去

 

 

2.2 カン類（かご収集） 

カン類は、異物除去後、機械選別し鉄とアルミに分別して、各々スクラップ統一規格に圧

縮成形する。 

 

カン → 受入 → 手選別 → 機械選別 → 圧縮 →

ストック

ヤード

ｱﾙﾐ・鉄

不適物等の除去 種類分別

精度精製

 

選別された容器包装プラス

チックは、圧縮梱包され、ベ

ールとなり資源として有効

利用されます。 

選別されたカン類は、種類毎

に圧縮成形され、資源として

有効利用されます。 
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2.3 ビン類（かご収集） 

ビン類は、無色、茶色、その他等の色選別を行いカレット（ガラスくず）として回収する

ほか、リユース可能な生びんは、別途回収する。 

 

ビン →

受入・

選別

→ 手選別

ストック

ヤード

ｶﾚｯﾄ(白･茶･その他

生ビン選別 色選別

不適物等の除去

 

 

2.4 ペットボトル（集積所専用網袋） 

網から取出し、引取り先の分別適合基準に準拠しないものを除去し、指定形状に圧縮する。 

 

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ →

受入・

前処理

→ 手選別 圧縮梱包 →

ストック

ヤード

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

網から取出し

不適物等の除去

 

2.5 トレイ・紙パック・有害ごみ 

 

トレイ

紙パック

有害ごみ

→

受入・

選別

ストック

ヤード

トレイ・紙パック

乾電池・蛍光灯

 

 

ビン類は、手選別され、生び

んやカレットとして有効利

用されます。 

選別されたペットボトルは、

圧縮梱包され、資源として有

効利用されます。 

ストックヤードで受入選別

され、資源として有効利用さ

れます。 
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③実績 

施設の実績は、全国で現在６２２ヶ所（環境省平成 22 年度調査）あります。今回計画してい

る対象廃棄物に近い処理を行っている関東地区の最近の実績及び近隣の実績を以下に示します。 

 

表－２ 資源ごみ施設の近隣及び近年実績 

都道府県  地域 人口 規模 型式及び処理方式 缶 ﾋﾞﾝ ペット 廃ﾌﾟﾗ トレイ 紙 布 その他 事業費

1 茨城県 高萩市地域 32,936 人 18 ｔ/日 選別・圧縮 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 726,222 千円

2 東京都 

東京二十三区地域

（港区）

201,543 人 12 ｔ/日 選別・圧縮・梱包 ○ ○ ○ ○ 301,500 千円

3 神奈川県 湘南東地域 671,888 人 55 .5ｔ/日 選別・圧縮 ○ ○ ○ ○ ○ 1,464,645 千円

4 東京都 多摩市 146,314 人 60 .ｔ/日 選別・圧縮 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,979,450 千円

5 東京都 八王子市 562,941 人 52 .ｔ/日 選別・圧縮 ○ ○ 1,444,800 千円

198 ｔ/日 6,916,617 千円

平均 35,021 千円/t

合計
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３．環境対策 

現在のビン類・カン類の施設状況は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

    

※※※※このようなこのようなこのようなこのような設備設備設備設備はははは、、、、全全全全てててて屋内屋内屋内屋内にににに配置配置配置配置しししし、、、、良好良好良好良好なななな作業環境作業環境作業環境作業環境をををを図図図図るとともにるとともにるとともにるとともに、、、、周辺環周辺環周辺環周辺環

境境境境・・・・作業環境作業環境作業環境作業環境のののの保全保全保全保全にににに努努努努めますめますめますめます。。。。    

 

ビン類資源化施設（現況：搬入） 

搬入されたビン類は、屋外に置かれていま

す。 

臭気は、そのまま大気に拡散されています。 

 

ビン類資源化施設（現況：施設） 

処理施設内は、前面が開放されて、人力で

分別されています。 

騒音は、前面が開放されているので距離に

よる減衰のみで周辺に出しています。 

作業環境も前面が開放され、空調設備がな

い為、劣悪な状況にあります。 

ビン類資源化施設（現況：ストック） 

処理されたビン類は、屋外のストックヤー

ドに置かれています。 

臭気は、そのまま大気に拡散されていま

す。 

カン類資源化施設（現況：処理・ストック） 

処理施設は、一部が屋外の為、騒音を周囲

に出しています。 

処理されたカン類は、屋外のストックヤー

ドに置かれています。 

臭気は、そのまま大気に拡散されていま

す。 
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3.1 騒 音 

① 法令による騒音規制等の設定状況 

騒音規制法に基づき騒音を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認

める地域を知事が指定しており、更に東京都環境確保条例でも同様に指定されている。町田市

では都市計画区域ごとに地域類型が区分されている。現在、候補地部会で選定されている１８

箇所は、いずれも第２種区域又は第 3 種区域となっている。以下に規制基準を示す。 

 

表－３ 騒音規制法及び東京都環境確保条例に基づく工場等に係る規制基準（敷地境界） 

区域の区分 規制基準 

地域 

類型 
あてはめ地域 

朝 

6 時～8 時 

昼間 

8 時～19 時 

夕 

19 時～23 時 

夜間 

23 時～6 時 

第１種

区域 

・第 1 種低層住居専用地域 

・第 2 種低層住居専用地域 

・前号に接する地先及び水面 

40dB 45dB 40dB 40dB 

第 2 種

区域 

・第 1 種中高層住居専用地域(第 1 種

区域を除く) 

・第 2 種中高層住居専用地域(第 1 種

区域を除く） 

・第 1 種住居地域 

・第 2 種住居地域 

・準住居地域 

・第 1 特別地域 

・無指定地域無指定地域無指定地域無指定地域(第 1、第 3、第 4 種区

域を除く) 

45dB 50dB 45dB 45dB 

第 3 種

区域 

・近隣商業地域(第 1 特別地域を除く) 

・商業地域（第 1 特別地域を除く） 

・準工業地域準工業地域準工業地域準工業地域(第 1 特別地域を除く） 

・第 2 特別地域 

・前号に接する地先及び水面 

55dB 
(8 時～20 時） 

60dB 

(20時～23時) 

55dB 
50dB 

第４種

区域 

・工業地域(第 1、第 2 特別地域を除

く） 

・第 3 特別地域  

・前号に接する地先及び水面 

60dB 
(8 時～20 時） 

70dB 

(20時～23時) 

60dB 
55dB 

ただし、第 2 種区域、第 3 種区域の区域内に所在する学校（幼稚園を含む）、保育所、病院、診療所（患者の収容施

設を有するものに限る）、図書館、特別養護老人ホームの敷地の周囲おおむね 50m の区域内（第 1 特別地域、第 2

特別地域を除く）における規制基準は、当該値から 5 デシベルを減じた値を適用する。 
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② 騒音防止対策 

施設建設施設建設施設建設施設建設にににに当当当当たってはたってはたってはたっては、、、、周辺周辺周辺周辺へのへのへのへの影響影響影響影響をををを十分考慮十分考慮十分考慮十分考慮してしてしてして以下以下以下以下のようなのようなのようなのような騒音防止対策騒音防止対策騒音防止対策騒音防止対策をををを図図図図りりりり、、、、

周辺環境周辺環境周辺環境周辺環境にににに十分配慮十分配慮十分配慮十分配慮するものとするするものとするするものとするするものとする。 。 。 。 

・低騒音型の機器を選定する。 

・騒音発生源の機器を防音カバーで覆う。 

・騒音発生源の機器を収容する部屋の壁には、遮音効果を図るために吸音材等を使用する。 

・選別物の落下点に吸音材を貼る等の配慮を行う。 

 

 

■防音カバー 
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3.2 振 動 

① 法令による振動規制等の設定状況 

振動規制法に基づき振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認

める地域として、知事が指定しており、更に東京都環境確保条例でも同様に指定されている。

町田市では都市計画区域ごとに地域類型が区分されている。現在、候補地部会で選定されてい

る１８箇所は、第 1 種区域の用途地域の定めのない地域又は第２種区域となっている。以下

に規制基準を示す。 

表－４ 振動規制法及び東京都環境確保条例に基づく工場等に係る規制基準（敷地境界） 

区域の区分 規制基準 

地域類型 あてはめ地域 
昼間 

8 時～19 時 

夜間 

19 時～8 時 

第 1 種区域 

・第 1 種低層住居専用地域 

・第 2 種低層住居専用地域 

・第 1 種中高層住居専用地域 

・第 2 種中高層住居専用地域 

・第 1 種住居地域 

・第 2 種住居地域 

・準住居地域 

・用途地域用途地域用途地域用途地域のののの定定定定めのないめのないめのないめのない地域地域地域地域 

60dB 55dB 

第 2 種区域 

・近隣商業地域 

・商業地域 

・準工業地域準工業地域準工業地域準工業地域 

・工業地域 

・前号に接する地先及び水面 

(8 時～20 時） 

65dB 

(20 時～8 時） 

60dB 

学校、保育所、病院、診療所（有床）、図書館及び特別養護老人ホームの敷地の周囲おおむね 50m

の区域内における規制基準は、当該各欄に定める当該値から 5 デシベルを減じた値とする。 
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② 振動防止対策 

騒音防止対策騒音防止対策騒音防止対策騒音防止対策とととと同様同様同様同様にににに、、、、振動防止対策振動防止対策振動防止対策振動防止対策にもにもにもにも十分配慮十分配慮十分配慮十分配慮するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。以下に対策案を示す。 

・低振動型機器を選定する。 

・振動発生源の機器については、独立した強固なコンクリート基礎上に設置する。 

・機器と機械基礎の間に振動緩衝材等の防振装置を取り付けることにより防振対策を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

独立基礎 

防振装置 

防振装置 
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3.3 悪臭 

① 法令による悪臭規制等の設定状況 

悪臭防止法に基づき悪臭を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認

める地域として、知事が指定することとなっている。町田市は、全域が指定地域となっている。

現在、候補地部会で選定されている１８箇所は、第 1種区域又は第２種区域となっている。以

下に規制基準を示す。 

表－５ 悪臭防止法に基づく工場等に係る規制基準（敷地境界-排ガス） 

区域の区分 

地域類型 あてはめ地域 

規制基準 

第 1 種区域 

・第一種低層住居専用地域 

・第二種低層住居専用地域 

・第一種中高層住居専用地域 

・第二種中高層住居専用地域 

・第一種住居地域 

・第二種住居地域 

・準住居地域 

・用途地域用途地域用途地域用途地域のののの定定定定めのないめのないめのないめのない地域地域地域地域 

臭気指数 １０ 

第 2 種区域 

・近隣商業地域 

・商業地域 

・準工業地域準工業地域準工業地域準工業地域 

・前号に接する地先及び水面 

臭気指数 １２ 

第 3 種区域 

・工業地域 

・工業地域に接する地先及び水面 

臭気指数 １３ 

 

表－６ 悪臭防止法に基づく工場等に係る規制基準（排ガス排出口） 

区域の区分 規制基準 

第 1 種区域 ｑｔ＝２７５×Ｈｏ

２

 

第 2 種区域 ｑｔ＝４３６×Ｈｏ

２

 

第 3 種区域 ｑｔ＝５４９×Ｈｏ

２

 

ｑｔ：排出ガスの臭気排出強度 

  （単位 温度０度、圧力１気圧の状態に換算した立方メートル毎分） 

Ｈｏ：排出口の実高さ（単位 メートル） 

 

表－７ 悪臭防止法に基づく工場等に係る規制基準（敷地境界-排水） 

区域の区分 規制基準 

第 1種区域 臭気指数 ２６ 

第 2種区域 臭気指数 ２８ 

第 3種区域 臭気指数 ２９ 
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 - 13 - 

② 悪臭防止対策 

悪臭防止対策として以下が考えられる。 

・貯留ヤード、投入ステージからの臭気の漏洩を低減させる為に搬入扉は、自動扉とする。 

・悪臭の発生が予想される箇所から吸引送風し、活性炭脱臭等を行う。 

・局部的にオゾン脱臭装置等を設けて、必要により部分脱臭を行う。 

・貯留ヤードの選別物からの臭気発生も考えられるので、水洗やオゾン脱臭等を行う。 

 

 

 

 

 

 

脱臭装置例 

活性炭吸着等により脱臭及びＶＯＣ

除去を行います。 

オゾン発生装置 

局部吸引 

入口自動扉例 

自動開閉の高速シャッター 

脱臭装置例 

局部吸引により脱臭装置へ悪臭を送

ります。 

オゾン発生装置により夜間に脱臭を

行います。 

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）とは 

揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物

の総称であり、トルエン、キシレン、酢酸エチル

など多種多様な物質が含まれます。 
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3.4 粉じん対策 

計画施設は大気汚染防止法の粉じん施設ではないが、大気汚染防止法に加え、労働安全衛生法

に基づく作業環境面からの粉じん対策が必要である。 

対策を以下に示す。 

・粉じんが飛散しにくい構造の建築物内に設置する。 

・脱臭と同じ局部吸引（集じんフードや集じん器）を設け、サイクロンやバグフィルタで除じ

んを行う。 

・粉じんを防止するための散水設備を設ける。 

・防じんカバーを設置する。 

 

 

 

 

 

 

局部吸引 

防じんカバー 

粉じん対策例 

 局部吸引 

 

粉じん対策例 

 サイクロン 

 バグフィルタ 

 

粉じん対策例 

 防じんカバー設置例 
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４．安全対策 

4.1 基本事項 

安全対策については、基本設計から試運転まで各段階を通じて検討する必要がある。安全衛

生上で重要な事は設備の構造・作業方法を安全面から見直し、危険性や有害性のない構造、

工程とすることである。誤操作や故障があっても機器が安全側に働き災害に至らないように

する等の対策や、複雑な操作そのものを排除する等人間の注意力に頼らないで済む安全対策

を行うものとする。 

また、労働災害の防止、誤操作の防止をするために、危険場所を知らせる表示や安全用具の

使用を喚起する表示などの安全標識も充実させるものとする。 

 

4.2 施設に関する事項 

・コンベヤ等の機械側には、緊急停止装置を設ける。 

・高所に設置される機器には、点検歩廊を設ける。必要に応じて、中間に退避場所(避難はし

ご付き)を設ける。 

 

 

4.3 爆発・火災対策 

（１）爆発対策 

・爆発事故を未然に防止するには、搬入されるごみの中に、爆発性危険物が混入しないよ

う住民ＰＲを積極的に行う。 

・処理施設側においても、受入時における十分な選別、検査を行う。 

・機械的な防爆対策（破砕機への空気や蒸気の吹込み） 

・事前検知の方法として、爆発、引火の原因となるガス発生を感知するガス検知器の設置 

（２）火災対策 

火災予防対策としては、次の対策を選択または併せて行う計画とする。 

１）受入・供給設備 

防じん対策を兼ねた自動消火散水装置、消火器、消火栓等を設ける。 

２）搬送設備、貯留・搬出設備 

コンベヤ、ホッパ等に粉じん防止対策を兼ねた散水装置を設ける。 

 

安全対策例 

 点検歩廊設置例 

点検歩廊 
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５．プラザ機能の検討 

5.1 プラザ整備の方向性 

プラザの主な目的は、次のとおりです。 

①ごみ減量やリサイクルに関する正しい知識や情報の発信の拠点 

②リサイクル啓発活動の中心施設 

③地域や市民団体等の活動を支援する施設 

 

5.2 一般的なプラザ機能 

一般的な機能については、下表のような事項があります。 

表－７ 一般的なプラザ機能 
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5.3 現在のプラザ機能 
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